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第１ 農用地利用計画 

 １ 土地利用区分の方向  

（１） 土地利用の方向 

ア 土地利用の構想 

芳賀町（以下「本町」という。）は、栃木県の東南部を占める芳賀郡の北部に位置

し、宇都宮市、真岡市、市貝町、高根沢町に接しています。東西約 8.6km 、南北約

14.2km に及ぶ面積は、7,016ha です。 

人口の動態は、令和２年の国勢調査では 14,961 人ですが、日本の人口と同様に、本

町の人口も減少傾向で推移しており、今後も少子高齢化の進行が予想されています。国

立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、令和 12（2030）年には 13,969 人、

令和 22（2040）年には 12,553 人と想定されています。 

出典：国立社会保障・人口問題研究所（単位：人） 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所（単位：人） 

本町の農業振興地域内の農用地面積は、約 3,718.7ha（令和 5年末）です。農用地

は、東西に広がる平坦な台地、その中央、南北に流れる河川沿いの平野部に分布してい

ます。この地形条件を有効に生かして、稲・麦を主体とする農業生産、梨栽培を主体と

する果樹園芸が展開されてきました。近年、経営の発展を図るため、施設園芸の導入も

盛んです。しかし、宅地転用等により農用地は微減傾向にあり、優良農地の確保が重要

となっています。また、高度経済成長の影響を受け若年労働力の都市部、他産業への流

出に伴い、工業団地の完成、企業立地により兼業化が急速に進行しています。このよう

に産業構造の変化や農業従事者の高齢化に加え、後継者及び担い手農業者の不足も進展

しており、農業経営意欲の低下が大きく懸念されています。 

14,961 14,584 13,969 13,276 12,553 11,863 11,212 
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このような情勢を踏まえ、第７次芳賀町振興計画の土地利用構想に即した農業振興を

図るため、農業の生産性の向上、生産基盤の整備、農地の利用集約、低コスト農業の展

開を促進すべく農業地域の土地利用計画を策定します。 

そこで、今後も継続して良好な農業を振興させていくために必要な農用地として、農

業振興地域約 6,441.7ha のうち約 3718.7ha の農用地を確保し、その利用の効率化を積

極的に推進していきます。 

                                   （単位：ha、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 現在（2023 年）は令和 5年末「確保すべき農用地等の面積の達成状況」の農地等を精査し 

是正算出した数値 

        

 

イ 農用地区域の設定方針 

（ア）現況農用地についての農用地区域の設定方針 

本地域内にある現況農用地 3,778.1ha のうち、農用地区域内の農用地 3718.7ha

については、次のａ～ｃに該当する区域を設定する方針です。 

ａ 集団的（10ha 以上）に存在する農用地 

ｂ 土地改良事業またはこれに準ずる事業（防災事業を除く。）の施行に係る区

域内にある土地 

ｃ ａ及びｂ以外の土地で、農業振興地域における地域の特性に即した農業の振

興を図るため、その土地の農業上の利用を確保することが必要である土地 

・ 周辺の優良農地の保全や農業水利上の悪影響を防止するため確保する必要があ

る農地 

・ 農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者等の担い手の経営地に隣接する一

定規模の土地等、将来当該担い手に集約することによって、経営規模の拡大と

農業経営の合理化を図ることが適当な土地 

・ 町の特産である梨畑等果樹園の確保する必要がある農地 

 

区分 

 

年次 

農用地 
農 業 用 

施設用地 
山林・原野 そ の 他 計 

実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 

現  在 

（2023年） 
3,778.1 58.7 16.9 0.3 857.5 0.0 1,789.2 27.7 6,441.7 100.0 

目  標 

（2032年） 
3,775.9 58.6 16.9 0.3 857.5 0.0 1,791.4 27.8 6,441.7 100.0 

増  減 -2.2 0 0.0 0 0 0 2.2 0.0 0 0 
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（イ）土地改良施設の用に供される土地についての農用地区域の設定方針 

本地域内にある土地改良施設のうち、（ア）において農用地区域を設定する方針と

した現況農用地に介在または隣接するものであって、当該農用地と一体的に保全する

必要があるものについて農用地区域を設定します。 

 

（ウ）農業用施設用地についての農用地区域の設定方針 

本地域内にある農業用施設用地のうち、（ア）において農用地区域を設定する方針

とした現況農用地に介在または隣接するものであって当該農用地と一体的に保全する

必要がある農用地 16.9ha について、農用地区域を設定します。 

 

（エ）現況森林、原野等についての農用地区域の設定方針 

現況森林や原野、集落及び山間・谷地に介在、隣接する小規模な農地等、農用地区

域に含めることが相当でない農地について農用地区域として設定しません。 

 

（２） 農業上の土地利用の方向 

ア 農用地等利用の方針 

本町の農用地利用形態は大きく分けて、西部台地帯、中央水田地帯、東部台地帯の

３つの地帯に区分されます。主に稲作が主体となる地域ですが、各々の地域の特性に

あった作物の選定と経営形態の確立を図る必要があります。 

ほ場条件が整った田は、消費者ニーズに応じた農産物生産や生産性向上を図るため

の担い手への農地の利用集積、特定農業団体と同様要件を備えた営農組織の法人化を

推進し、農地の高度利用を進めます。また、優良農地の確保を図るほか、機械化一貫

体系や省力化技術の導入によって、安定生産とコストの低減をめざします。また、県

内でも酪農家が多いことから転換作物として稲ホールクロップサイレージや籾米サイ

レージの生産を推進し、耕畜連携を進めていきます。 

中央水田地帯においては、面的ほ場整備は概ね完了していますが農道・用排水路に

ついて未整備の箇所があり、土地利用型農業を推進する地域として整備を進めます。 

畑地は国営かんがい排水事業により排水設備の整備を進め農業用水を確保し首都圏

農業の確立に合わせて野菜が作付けされています。今後は生産者の顔がみえる安全・

安心な農産物生産を図るとともに、園芸施設の団地化や産地化に対応するため、ほ場

条件の整備や販路拡大等を通じ、農地の高度利用による優良農地の保全を図ります。 

樹園地は、日本梨の生産振興を図っていきます。また、産地直売など観光農業の利

用にも努めます。 

農業用施設用地は、畜舎、温室、集出荷貯蔵施設、育苗施設、堆肥製造施設等の農

業近代化を図る施設の土地です。今後は、耕畜連携を図るとともに、施設の高度利用

に努めるほか、交通立地条件と、米、野菜、果樹など地場農産物を生かし農業と商
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業・工業等の連携（「農商工連携」）による新しい農産物加工品の開発や販売促進を

積極的に取り組んでいくため、国等の支援策を活用し、農産物加工施設の整備に努め

ていきます。 

さらに、これらの施策と併せて「多面的機能支払制度」により、農業者だけでな

く、地域住民、自治会などが参加する共同活動組織を充実させ、用排水路や農道等の

手入れを通じて農地や水などの地域資源の保全を図り、農業の持続的発展と多面的機

能の発揮に努めます。併せて、家畜排せつ物やもみ殻等の有機性資源の利活用を図

り、消費者の安全・安心志向に対応した環境保全型農業を推進します。 

以上の方針を踏まえた農用地を設定し、社会すう勢による農地面積の減少や施策効

果による農地面積の減少の抑制を考慮し、農用地区域内の目標年次用途別面積は次の

とおりとします。 

     （単位：ha） 

区 分 

 

地 区 

農 地  採草放牧地 混牧林地 農業用施設用地 計 
森林・ 

原野等 

現 

況 

将 

来 

増 

減 

現 
況 

将 

来 
増 

減 

現 

況 

将 

来 

増 

減 

現 

況 

将 

来 

増 

減 

現 

況 

将 

来 

増 

減 

現況 

西部地帯 459.7 459.0 -0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 2.2 0.0 461.9 461.2 -0.7 0.0 

中央水田地帯 2,592.3 2,591.2 -1.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 10.0 0.0 2,602.3 2,601.3 -1.0 0.0 

東部地帯 608.0 607.6 -0.4 45.4 45.4 0.0 0.0 0.0 0.0 4.9 4.9 0.0 658.2 657.9 -0.3 1.4 

計 3,660.0 3,657.8 -2.2 45.5 45.5 0.0 0.0 0.0 0.0 17.1 17.1 0.0 3,722.6 3,720.4 -1.8 1.4 

   （注）１ この表は、農用地区域将来目標 3,720.4 ha における土地利用の内訳を示している。 

   （注）２ 農地とは、農用地区域の田・畑・樹園地の合計である。 

 

イ 用途区分の構想 

（ア）西部台地帯 

ａ.Ａ－１  地区 

本地区は、下高根沢の一部、大塚、谷津、大久保地区であり、水田を主体とする農用

地約 65ha の規模で展開し、主に沢状に分布する水田約 49ha と畑約 12ha の利用に供さ

れている地域です。 

水田については基盤整備が既に行われていますが、地形条件が湿地地帯に該当し水稲

以外の作物は導入が困難な地域です。 

今後は、現在の土地利用を継続しつつ、排水対策など乾田化や汎用化を促進する必要

がある水田を、樹園地（梨、栗）として転換し利用します。 
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ｂ.Ａ－２ 地区  

本地区は、下高根沢の一部、山根地区であり、水田を主体とする農用地約 8ha の規模

で展開しており、主に水田（開田）や畑の利用に供されています。  

現在は、主に転作地利用として、麦、大豆が作付けされています。 

今後も現在の土地利用を継続しながら、転作の団地化を図ります。 

 

ｃ.Ａ－３ 地区 

本地区は、芳賀工業団地の南に位置する芳賀台、東水沼、西水沼の一部の地区であ

り、水田と畑を主体とする農用地約 215ha の規模で展開しています。主に水田約 117 

ha、畑約 85ha、樹園地約 13ha の利用に供されています。畑地かんがい事業で約 50ha、

県営畑地帯総合土地改良事業（水沼台地区）により約 68ha の畑地かんがいが整備され

たこともあり、野菜、果樹の生産地として積極的な利用推進を図り、今後とも現在の土

地利用を継続します。 

農業用施設約１haについては継続して利用増進を図ります。 

          

ｄ.Ａ－４  地区    

本地区は、東水沼、西水沼、西高橋の各一部の地区であり、水田を主体とする農用地

約 50ha が沢沿いに展開しています。約 47ha が水田で、その内、平成 13年に県営ほ場

整備事業等により大区画の面的整備 40.2ha が完了しています。 

今後とも農地の高度利用とともに、「多面的機能支払制度」を活用し、生産性の高い

水田として利用を図ります。 

 

ｅ.Ａ－５  地区 

本地区は、東水沼の一部の地区であり、主に畑を主体とする農用地約 33ha が展開し

ています。 

今後とも現在の土地利用を継続し草地改良事業で造成した草地 12ha を中心に高台を

生かした「露地野菜＋施設野菜」を中心とする効率的利用と農業生産基盤の整備を進め

ます。 

農業用施設約１haについては継続して利用増進を図ります。 

 

 ｆ.Ａ－６ 地区 

本地区は、西水沼、西高橋、打越新田の各一部の地区であり、主に水田と畑を主体と

する農用地が約 89ha の規模で展開しています。約 45ha の陸田と約 20ha の畑が県営畑

地帯総合土地改良事業宇芳真地区の受益区域であり、今後も継続して田、畑として利用

を図ります。 
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また、打越新田地区の水田（約 22ha）は、大正時代に区画整理事業が行われたまま

でしたが、令和元年度に再整備が完了し、土地の有効利用を図っています。 

 

（イ）中央水田地帯 

ａ.Ｂ－１  地区 

本地区は、与能、八ツ木、芳志戸、祖母井、上延生、下高根沢の各一部の地区で水田

を主体とする農用地が約 1,021ha の規模で展開しています。地区の北部 1,011.6ha につ

いては、昭和 33年からほ場整備事業を実施した地区で、土地利用型大規模経営の展開

できる条件を備えているところから、今後も田としての有効利用を図ります。 

現在、芳賀町北部第２地区（204.9ha）において、令和 10年度完了を目標とした農地

整備事業を進めております。水田の大区画化・汎用化や畑地かんがい施設整備を行い、

担い手となる認定農業者や中心経営体への農地集積・集約化を加速するとともに、園芸

作物の生産拡大を促進し、競争力のある農業経営の確立及び収益性の高い産地づくりを

目指すものです。 

農業用施設約４haについては継続して利用増進を図ります。 

 

ｂ.Ｂ－２ 地区  

本地区は、与能、東水沼、西水沼の各一部の地区で水田を主体とする農用地が約

416ha の規模で展開しています。当該地区については、昭和 35年から昭和 43年にかけ

てほ場整備事業が実施されているため、今後も田として利用を継続するとともに、農業

基盤の整備、特に用排水路、農道の整備をさらに進めることとします。 

農業用施設約１haについては継続して利用増進を図ります。 

 

 ｃ.Ｂ－３ 地区  

本地区は、西水沼、西高橋の各一部の地区で、水田を主体とする農用地が約 113ha 展

開しています。これらのほとんどについては、昭和 35年から昭和 38年にかけて土地改

良事業が行われました。しかし、土地利用型農業を展開するには区画が小さく、用排水

路の崩壊や農道の狭さなど営農上支障が出てきました。そのため、平成 13年度に 61ha

の大区画へのほ場再整備を完了させました。生産性のさらなる向上を目指し、今後も田

としての有効利用を図ります。 

 

 ｄ.Ｂ－４ 地区  

本地区は、東高橋、下延生の地区と祖母井、上延生、西高橋の各一部の地区で、水田

を主体とする農用地が約 959ha の規模で展開しています。 

東高橋、西高橋、下延生地区に跨る 962.1ha は、昭和 51年から平成 2年にかけて県

営ほ場整備事業が実施され、近代的なほ場整備が施されています。 
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今後とも土地利用型の経営を実践する地区として、田を中心とした農用地の効率的利

用を促進します。 

農業用施設約４haについては継続して利用増進を図ります。 

 

 ｅ.Ｂ－５  地区 

本地区は、祖母井の南東部の地区で、水田を主体とする農用地が約 82ha あり、ほと

んどの水田地帯は、昭和 33年からほ場整備が実施された地区です。今後は大区画化の

基盤整備を目標に、継続して田として利用を図ります。 

 

（ウ）東部台地帯 

ａ.Ｃ－１  地区 

本地区は、八ツ木、芳志戸、上稲毛田、稲毛田、祖母井の各一部の地区で水田を主体

とする農用地が約 339ha の規模で展開しています。 

八ツ木、芳志戸、稲毛田の台地にある農用地のうち、約 243ha が陸田です。これらの

地帯は、水田農業経営確立対策、首都圏農業確立対策の推進と併せて野菜、果樹の生産

振興を図ります。 

令和５年度で稲毛田地区（21.5ha）に農地中間管理機構関連農地整備事業として進め

ていた生産基盤整備が完了しました。主に農地の大区画化を図り担い手への農地集積・

集約化を加速化するとともに、特産の梨や露地野菜の生産拡大による収益性の高い産地

づくりを目指しています。 

農業用施設約２haについては継続して利用増進を図ります。 

 

 ｂ.Ｃ－２  地区 

本地区は、中柏崎地区と給部、上稲毛田、稲毛田の各一部の地区で、水田を主体とす

る農用地が約 185ha の規模で展開しています。 

給部、上稲毛田、稲毛田の大川沿いの農地のうち、水田 123.9ha が昭和 42年から昭

和 46年にかけてのほ場整備により整備されています。 

今後は大区画化の基盤整備を目標とし、継続して田の利用を図ります。残りのうち約

45ha は公社営事業による採草放牧地のため牧草地として、約４haは樹園地として利用

を図る方針です。 

 

ｃ.Ｃ－３ 地区 

本地区は、上稲毛田、稲毛田の各一部の地区で、上稲毛田、稲毛田の東部台地にある

農用地約 86ha については、約 14ha を田、約 39ha を畑、約 32ha を樹園地として利用を

図ります。 
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今後は、水稲専業、野菜専業、果樹専業の組合せなど効率的かつ安定的な家族経営体

及び組織経営体の育成を目標に、農地の高度利用を図ります。 

農業用施設約３haについては継続して利用増進を図ります。 

 

ｄ.Ｃ－４ 地区   

本地区は、祖母井の一部の地区で、水田、畑を主体とする農用地約 44ha の規模で展

開しています。赤坂、上野原の台地にある約 18ha が田ですが、ほとんどが陸田であり

地下水依存のため、国営芳賀台地土地改良事業による水を確保し、今後とも田として利

用を図ります。畑約 24ha、樹園地約１haについても同様です。 

 

（注）本文における農用地の面積は、農地（田、畑、樹園地）と採草放牧地の面積を合

計した値である。 

 

ウ 特別な用途区分の構想 

特になし 

 

２ 農用地利用計画 

別記のとおりとします。  
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第２ 農業生産基盤の整備開発計画 

本町の農用地の状況は、米を基幹とした農業生産基盤の整備がなされています。今後

とも地域に応じた土地利用、経営形態を継続する方向に変わりはなく、より生産性や効

率性を重視した農業生産基盤の整備開発を図る必要があります。 

 

 １ 農業生産基盤の整備及び開発の方向 

（１）中長期的方向 

基本的な方向としては、自動走行農機、ＩＣＴ水管理等の営農の省力化等に資する技

術の活用を可能とし、農地の大区画化による営農の効率化・低コスト化、排水条件の改

良による水田の汎用化、担い手への農地集積・集約化等を図るほ場整備や暗きょ排水整

備など生産基盤整備を推進します。 

また、水利用の安定化と合理化及び水田の汎用化やフル活用を図るため、用排水施設

の整備を進めるとともに、農業水利施設の保全管理・更新整備、さらに農業用水の水質

保全対策を通じて農業生産条件の安定化を図るため、農業集落排水施設の整備更新を進

めます。 

ア 水田 

野元川、五行川、小貝川等流域に拓けた平坦な水田地帯については、ほ場整備の進捗

率は高い状況ですが、地域の担い手による更なる低コスト生産に向けて、自動走行農

機、ＩＣＴ水管理等の営農の省力化技術の活用や大型機械化体系に即応したほ場の整備

や再整備を推進するものとし、農道、用排水施設の整備を積極的に推進します。 

 

イ 畑地 

丘陵部の畑地帯は、園芸生産の拡大を可能とするほ場及び農道の整備を積極的に推進

します。特に芳賀台地に広がる畑地帯については、国営かんがい排水事業により用水の

確保が図られたことから、高収益作物導入のための基盤の整備を推進します。 

 

ウ 樹園地 

樹園地については、農業生産基盤の整備を推進します。 

 

  



10 
 

（２）地域別方向 

 

ア  東部台地域 

本地域は、平地林と畑・水田から構成されていますが、畑の基盤整備が遅れている状

況があります。国営芳賀台地土地改良事業が完了したこともあり、今後は県営畑地帯

（担い手育成）総合整備事業等により農地の高度利用のための整備を実施し、安定した

農業経営のできる条件を与え担い手農家の育成を図ります。 

 

イ 中央水田地域 

本地域は、町の中央部で広大な水田を有する地域であり、昭和 33年からのほ場整備

が順次進められ面的整備については、おおむね完了しています。また、八ツ木、芳志

戸、上延生、下高根沢のほ場の一部についても、大区画再整備が完了しました。 

その他の地域については、県単農道整備事業、団体営農道整備事業や県営・団体営か

んがい排水事業等により、農道、水路の一層の整備を進め経営近代化を図ります。 

 

ウ 西部台地域 

本地域は、芳賀工業団地の南に位置し、畑・水田から構成され、国営鬼怒中央土地改

良事業の推進と併せて実施した県営畑地帯総合整備事業等により土地基盤整備が完了し

ています。今後は農業生産の再編成と近代化を図ります。 
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 ２ 農業生産基盤整備開発計画 

 

事 業 の 種 類 事 業 の 概 要 
受 益 の 範 囲 対図 

番号 
備 考 

受益地区 受益面積 

農地整備事業 

（経営育成型） 

区画整理 

(芳賀町北部第２地区) 

祖母井 

上延生 
204.9ha １ R１～R10 

  

 

農業生産基盤整備開発計画図（附図２号） 

 

 

 ３ 森林の整備その他林業の振興との関連 

特になし 

 

 

 ４ 他事業との関連 

特になし  
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第３ 農用地等の保全計画 

 

 １ 農用地等の保全の方向     

（１）農用地等の保全の必要性 

農業振興地域においては、食料の安定供給と収益性の高い地域農業の実現という観点

から、一定のまとまりをもって集団的に存在する農地や農業生産基盤整備を行った農地

等の優良農地を良好な状態で維持・保全していくことが重要です。 

農業を持続的に発展させていくためには、耕地利用率の向上や荒廃農地の発生防止・

解消を図り、農地の効率的な利用を促進するとともに、農業が持つ自然循環機能の維持

増進による環境と調和した農業の実現を図る必要があります。特に野生鳥獣による被害

防止に向け、地域ぐるみによる総合的な取り組みを積極的に支援することで、荒廃農地

の発生防止に努め、農用地の保全を図ることが求められています。また、農業はその生

産活動を通じて、生態系や土壌の保全、水質の浄化、酸素の供給のほか、景観の形成な

ど多面的な機能を有していることから良好な状態で農用地等を保全する必要がありま

す。 

 

（２）農用地等の保全の基本的方向 

農用地等の保全の基本的方向については、耕地利用率の低下防止や農地管理の粗放化

に伴う荒廃農地の発生防止に向けて、認定農業者や集落営農組織等への農地の集積・集

約化を図るほか、新規参入者への農地情報の提供や多面的機能支払制度等を活用し、農

地の保全に努めます。 

 

２ 農用地等の保全のための施策 

農用地等としての機能低下を防止するために、農業生産基盤の整備を図っていくほ

か、防災施設の整備や土地改良区の運営強化に関する施策を講じます。また、荒廃農地

については、再生作業（障害物除去、深耕、整地等）及び土づくり（肥料、有機質資材

の投入等）など荒廃農地を再生利用する取り組みや、暗きょ排水等による農地の条件整

備等により、復旧・整備を図ります。また、認定農業者等への農地の集積・集約化によ

り、農地の効率的な利用を推進します。 

農地や農業用水路等の保全管理については、多面的機能支払制度に取り組む地域を支

援し、多様な主体による協働活動の定着を促進します。 
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 ３ 農用地等保全整備計画 

事 業 の 種 類 事 業 の 概 要 
受 益 の 範 囲 対図 

番号 
備 考 

受益地区 受益面積 

農業水路等長寿命化・

防災減災事業 

篠ノ入溜補修工事 

（事業費40,000千円） 

 

上稲毛田 1.5ha ３ R５～R７ 

農村地域防災減災事業 

唐樋溜補修工事 

（事業費48,000千円） 

 

東水沼、 

西水沼 

 

48.0ha ４ R５～R７ 

農用地等保全開発計画図（附図３号） 

 

 

 ４ 農用地等の保全のための活動 

農地中間管理機構を通じた認定農業者や法人化された集落営農組織への農地の集積を

推進するとともに、地域計画や、集落協定に基づく荒廃農地の解消、新規参入者への農

地情報の提供など農用地等の機能低下を防止するための活動を促進します。担い手に集

中する農地、農業用水路等の保全管理については、地域の力を結集した仕組みづくりを

推進します。 

 

５ 森林の整備その他林業の振興との関連 

特になし 

 

６ 非農業的土地需要への対応      

農地転用を伴う農用地区域からの除外を行う場合には、農用地区域内農地の確保を基

本としたより適切かつ厳格な運用を図るとともに振興計画や都市計画等他の土地利用計

画との調整を図り、おおむね５年ごとに実施される農業振興地域の整備に関する法律

（以下「農振法」という。）に位置付けられた基礎調査を踏まえて行うことを原則と

し、農用地利用計画の管理について計画的に行うことに努めます。 

また、県及び町が農用地区域内にある土地を公用公共用施設の用に供するため、農用

地利用計画を変更する際も、農振法に規定される農用地区域の変更要件にのっとり、農

用地区域内における土地の農業上の利用の確保に努めます。 
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第４ 農業経営の規模の拡大及び農用地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進計

画 

本町の土地利用型農業について、経営体質の強化と生産性の向上を図るためには、土

地資源の有効利用を基本としつつ認定農業者や集落営農組織等の担い手への農地の集

積・集約化による規模拡大を推進する必要があります。 

このため、地域の特性を生かした営農類型への誘導を目標として、地域計画に基づ

き、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づく農地中間管理事業を積極的に活用

し、農作業の受委託を含めた幅広い形での農地の集積を促進します。 

また、経営所得安定対策を活用しながら、 

①作付地の団地化、荒廃農地の解消、裏作の導入等農地の高度利用の推進 

②農作業の共同化、機械の共同利用等作業の効率化 

③耕種農家と畜産農家の連携等による収益性の向上 

等を促進します。 

一方、施設野菜を中心とする集約的な農業については、収穫、出荷等に多くの労働力

を要することから、 

①パッケージセンター活用等作業の効率化 

②快適な農作業環境の整備 

③農業労働の支援システムの確立等 

により規模拡大を推進します。 

 

１ 農業経営の規模の拡大及び農用地等の効率的かつ総合的な利用に関する誘導方向 

（１） 効率的かつ安定的な農業経営の目標 

本町の農業は、水稲、麦、大豆の土地利用型経営と、水稲と野菜、果樹、花き等を組

み合わせた複合経営に大別されます。 

具体的な経営の指標は、本町及びその周辺市町村において現に成立している優良な経

営の事例を踏まえ、農業経営の発展を目指し農業を主業とする農業者が、地域における

他産業従事者並の生涯所得に相当する年間農業所得（主たる農業従事者１人当たり 580

万円程度、補助従事者を含めた一個別経営体当りの農業所得は 700 万円程度）、年間労

働時間（主たる農業従事者１人当たり 2,000 時間程度）の水準を実現できるものとしま

す。 

また、新たに農業経営を営もうとする青年等の育成・確保目標については、県の「農

業経営基盤の強化の促進に関する基本方針」における青年新規就農者の年間目標が 300

人以上であることを踏まえ、本町においては年間９人の当該青年等の確保を目標としま

す。また、本町及びその周辺市町の他産業従事者や優良な農業経営の事例と均衡する年

間総労働時間（主たる従事者 1人当たり 2,000 時間程度）の水準を達成しつつ、農業経
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営開始から５年後には農業で生計が成り立つ年間農業所得（主たる従事者 1人当たりの

年間農業所得 200 万円以上）を目標とします。 

これらの目標達成により農業経営基盤強化促進事業等による農地の集約、調和のとれ

た土地利用型農業と複合型農業の確立、及び農業経営の安定向上を目指すものとし新た

に農業経営を営もうとする青年等の育成・確保についても図っていくものとします。 

前述したこれらの効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積

に関する目標を将来の地域における農用地の利用に占めるシェア及び面的集積について

の目標として示すと、おおむね次に掲げるものです。 

 

〇効率的かつ安定的な農業経営が地域における農用地の利用に占める面積のシェアの目標 

効率的かつ安定的な農業経営が地域における農用地の利用に占

める面積のシェアの目標 
備  考 

80 パーセント  

 

〇効率的かつ安定的な農業経営体の育成経営体数の目標 

経営形態 営農類型 育成経営体数の目標 

個別経営体 水稲＋麦＋大豆 

いちご 

トマト 

梨 

ぶどう 

切り花（スプレーギク等） 

鉢物（シクラメン等） 

酪農 

水稲＋しいたけ 

いちご＋水稲 

水稲＋麦＋夏秋なす 

水稲＋麦＋春菊 

水稲＋麦＋たまねぎ 

100 

10 

15 

30 

2 

5 

5 

6 

5 

30 

10 

10 

15 

組織経営体 水稲＋麦＋大豆 7 
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〇効率的かつ安定的な農業経営の目標（モデル的経営類型の指標） 

（個別経営体） 

経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№１ 

 

水稲 

＋ 

麦 

＋ 

大豆 

 

※生産調整

は、麦、大

豆、または

新規需要

米、加工用

米、備蓄用

米、そばの

組み合わせ

による 

〈作付面積等〉 

水稲＝10.0ha 

麦＝8.0ha 

大豆＝8.0ha 

※(8.0ha) 

 

〈経営面積〉 

18.0ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(50ps、70ps)   ２台 

・田植機(6 条植)       １台 

・コンバイン(6 条刈)     １台 

・大豆コンバイン       １台 

・軽トラック・選別機     1/3 式 

・遠赤外線乾燥機(40 石)    １台 

〈その他〉 

・麦、大豆は水田作とし、二毛作と

する 

・作付けの団地化 

・スマート農業技術の導入による生

産性向上 

・作付参考値に基づく生産 

 

・複式簿記の活

用及び青色申

告の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

№２ 

 

 

いちご 

〈作付面積等〉 

いちご＝0.5ha 

 

〈経営面積〉 

0.5ha 

〈資本装備〉 

・単棟ハウス(5,000 ㎡) 

・予冷庫 

・夜冷育苗施設(30,000 本タイプ) 

・空中採苗施設(30,000 本タイプ) 

・炭酸ガス発生装置     １式 

・電照設備         １式 

・トラクター(30ps)     １式 

・畝上げ機         １台 

・土壌消毒機        １台 

〈その他〉 

・作業の省力化 

・長期出荷体制の確立 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

 

・複式簿記の活

用及び青色申

告の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

・適切な労務管理

の実施 
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経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№３ 

 

 

トマト 

〈作付面積等〉 

トマト＝0.5ha 

 

〈経営面積〉 

0.5ha 

〈資本装備〉 

・低コスト耐候性ハウス(5,000 ㎡) 

〈灌水施設、電気施設〉 

・トラクター(30ps)     １台 

・トラック(２t)       １台 

・動力噴霧器        １台 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

・雇用労働力の活用 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

・適切な労務管理

の実施 

№４ 

 

 

梨 

 

〈作付面積等〉 

梨＝2.5ha 

 

 

〈経営面積〉 

2.5ha 

〈資本装備〉 

・多目的防災網(25,000 ㎡)  

・果樹棚(25,000 ㎡) 

・トラクター(35ps)     １台 

・スピードスプレーヤー(500L)１台 

・ロータリーモア      １台 

・防霜ファン        １式 

・軽トラック        １台 

・乗用草刈機        １台 

・予冷庫          １台 

〈その他〉 

・老木樹の改植と早期成園化技術の

導入 

・晩生品種の導入による昨期分散と

生産性の向上 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

 

№５ 

 

 

ぶどう 

〈作付面積等〉 

ぶどう＝1.2ha 

 

〈経営面積〉 

1.2ha 

〈資本装備〉 

・雨よけハウス(6,000 ㎡) 

・露地栽培 

(棚及び防鳥ネット 3,000 ㎡) 

・トラクター(30ps)     １台 

・スピードスプレーヤー(500L)１台 

・ハンマーナイフモア    １台 

・軽トラック        １台 

 

 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 
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経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№６ 

 

 

切り花 

(スプレ

ーギク

等) 

 

〈作付面積等〉 

スプレーギク 

＝0.5ha 

 

〈経営面積〉 

0.5ha 

〈資本装備〉 

・低コスト耐候性ハウス（保温カー

テン２層、シェード１層、温室用フ

ァン、自動薬剤散布装置、温風暖房

機）5,000 ㎡) 

・トラクター(30ps)     １台 

・予冷庫          １台 

・自動選花機        １台 

・軽トラック        １台 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

 

№７ 

 

 

鉢物 

(シクラ

メン等) 

 

〈作付面積等〉 

シクラメン 

＝0.3ha 

 

〈経営面積〉 

0.3ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(20ps)     １台 

・フロントローダー     １台 

・低コスト耐候性ハウス（保温カー

テン２層、シェード１層、温室用

ファン、温室用ベンチ、温風暖房

機、環境制御装置）3000 ㎡ 

・動力噴霧器        １台 

・土壌消毒器（蒸気）    １台 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 
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経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№８ 

 

 

酪農 

〈作付面積等〉 

経産牛＝40頭 

育成牛＝15頭 

飼料作物 

＝7.0ha 

 

〈経営規模〉 

経産牛＝40頭 

 

〈経営面積〉 

7.0ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(62ps、87ps)  ２台 

・コーンハーベスター     １台 

・ロールベーラー(180ｃm 幅) １台 

・ローダー(1.5 ㎡)      １台 

・堆肥舎又は糞乾燥施設   １式 

・牛舎(500 ㎡) 

・モアコンディショナー、ボトムプ

ラウ、ブームスプレーヤー、ラッ

ピングマシーン等自給飼料生産機

械１式 各 1/4 台 

・経産牛         40 頭 

〈その他〉 

・経営安定のために自給飼料を生産

し、コスト削減のため自給飼料生産

機械の共同利用を行う 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

ヘルパーの活用

による休日制の

導入 

 

№９ 

 

 

しいたけ 

＋ 

水稲 

 

※生産調整

は、新規需

要米、加工

用米、備蓄

用米の組み

合わせによ

る 

〈作付面積等〉 

しいたけ 

(ほだ木) 

＝68,000 本 

水稲＝4.0ha 

 

〈経営面積〉 

4.0ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(35ps)      １台 

・田植機(６条植え)      １台 

・コンバイン(３条刈)     １台 

・乾燥室           １棟 

・チェンソー         １台 

・人工ほだ場         １台 

・運搬車           １台 

・乾燥機(25 石)       ２台 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 
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経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№10 

 

 

いちご 

＋ 

水稲 

 

※生産調整

は、新規需

要米、加工

用米、備蓄

用米の組み

合わせによ

る 

〈作付面積等〉 

いちご＝0.25ha 

水稲 ＝8.0ha 

 

〈経営面積〉 

8.3ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(35ps、55ps)  ２台 

・田植機(６条植え)     １台 

・コンバイン(４条刈)    １台 

・単棟ハウス(2,500 ㎡) 

・予冷庫          １台 

・夜冷育苗施設(20,000 本タイプ) 

・空中採苗施設(20,000 本タイプ) 

・乾燥機(25 石)       ２台 

・畝上げ機         １台 

・土壌消毒機        １台 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

・適切な労務管理

の実施 

№11 

 

水稲 

＋ 

麦 

＋ 

夏秋なす 

※生産調整

は、麦、新

規需要米、

加工用米、

備蓄用米の

組み合わせ

による 

〈作付面積等〉 

水稲＝8.0ha 

麦  ＝0.5ha 

夏秋なす 

＝0.2ha 

 

〈経営面積〉 

8.7ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(35ps、55ps)   ２台 

・田植機(６条植え)     １台 

・コンバイン(４条刈)    １台 

・動力噴霧器        １台 

・乾燥機(25 石)      ２台 

〈その他〉 

・年間労働時間の標準化 

・スマート農業技術導入による生産

性向上と機械化体系の導入による

労働時間短縮 

・作付参考値に基づく生産 

 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

・適切な労務管理

の実施 



21 
 

経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№12 

 

 

水稲 

＋ 

麦 

＋ 

春菊 

※生産調整

は、麦、新

規需要米、

加工用米、

備蓄用米の

組み合わせ

による 

〈作付面積等〉 

水稲＝8.0ha 

麦 ＝0.5ha 

春菊＝0.2ha 

 

〈経営面積〉 

8.7ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(35ps、55ps)   ２台 

・田植機(6条植え)           １台 

・コンバイン(4条刈)         １台 

・単棟ハウス(2,000 ㎡) 

・乾燥機(25 石)              ２台 

〈その他〉 

・年間労働時間の標準化 

・スマート農業技術導入による生産

性向上と機械化体系の導入による

労働時間短縮 

・作付参考値に基づく生産 

 

 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定

の実施、給料

制、休日制の

導入 

・適切な労務管理

の実施 

№13 

 

 

水稲 

＋ 

麦 

＋ 

たまねぎ 

※生産調整

は、麦、新

規需要米、

加工用米、

備蓄用米の

組み合わせ

による 

〈作付面積等〉 

水稲＝8.0ha 

麦 ＝0.5ha 

たまねぎ 

＝1.0ha 

 

 

〈経営面積〉 

9.5ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(35ps、55ps)  ２台 

・田植機(６条植え)    １台 

・コンバイン(４条刈)    １台 

・動力噴霧器        １台 

・定植機(たまねぎ)     １台 

・乾燥機(25 石)       ２台 

その他〉 

・年間労働時間の標準化 

・スマート農業技術導入による生産

性向上と機械化体系の導入による

労働時間短縮 

・作付参考値に基づく生産 

 

 

・複式簿記及び

青色申告の実

施 

・家族経営協定

の実施、給料

制、休日制の

導入 

・適切な労務管理

の実施 
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（組織経営体） 

経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№１ 

 

 

水稲 

＋ 

麦 

＋ 

大豆 

※生産調整

は、麦、大

豆、又は、

新規需要

米・加工用

米、備蓄用

米、そばの

組み合わせ

による 

〈作付面積等〉 

水稲＝30.0ha 

麦 ＝20.0ha 

大豆＝20.0ha 

※(20.0ha) 

 

〈経営面積〉 

50.0ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(30ps、40ps、80ps) 

３台 

・田植機(８条植え)      ２台 

・自脱式コンバイン(８条刈) ２台 

・大豆コンバイン      ２台 

・ブームスプレーヤー    ２台 

・フォークリフト      １台 

・麦用シーダー       ２台 

・大豆用シーダー      ３台 

・色彩選別機        １台 

〈その他〉 

・麦、大豆は水田作とし、二毛作と

する 

・作付けの団地化 

・RＣ又はＣＥ施設利用による省力化 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

・作付参考値に基づく生産 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

・適切な労務管理

の実施 

(注) １ 組織経営体とは、複数の個人が、共同で農業を営むか、またはこれと併せ農作業を行う経営体であって、そ

の主たる従事者が他産業並の労働時間で地域の他産業従事者と遜色ない生涯所得を確保できる経営を行い得

るもの（例えば、農事組合法人、株式会社の他、農業生産組織のうち経営の一体性及び独立性を有するも

の。）である。 

（注）２ 組織経営体の主たる従事者は３人とした。 
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【（経営の多角化（６次産業化）の主な事例）】 

事 例 主な品目 製造・加工内容 取り組みのポイント 

１ 梨 ゼリー・ジュース

加工・販売 

 規格外品を含む自家生産の農産物を活用した加工

品を商品化。 

 加工品を道の駅等で販売することにより、青果の

ない時期でも農産物を PRできる。 

 商品化にあたっては、洗瓶設備、充てん機、打栓

機、殺菌装置等必要な設備を備えた清涼飲料水製造

施設等加工施設の設置が必要。 

 

 

 

 

〇新たに農業経営を営もうとする青年等の目標（モデル的経営類型の指標） 

（個別経営体） 

経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№１ 

 

水稲 

＋ 

麦 

＋ 

大豆 

※生産調整

は、麦、大

豆、または

新規需要

米、加工用

米、備蓄用

米、そばの

組み合わせ

による 

〈作付面積等〉 

水稲＝4.0ha 

麦 ＝3.0ha 

大豆＝3.0ha 

※(3.0ha) 

 

〈経営面積〉 

7.0ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(35ps)      ２台 

・田植機(６条植)       １台 

・コンバイン(３条刈)     １台 

・大豆コンバイン       １台 

・乾燥機(50 石)       １台 

又は乾燥は RＣ、ＣＥ利用 

・軽トラック        １台 

・シーダー（麦・大豆）  各１台 

〈その他〉 

・麦、大豆は水田作とし、二毛作

とする 

・作付けの団地化 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

・作付参考値に基づく生産 

 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 
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経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№２ 

 

 

いちご 

「作付面積等」 

いちご＝0.15ha 

 

〈経営面積〉 

0.15ha 

〈資本装備〉 

・パイプハウス(1,500 ㎡) 

・予冷庫           １台 

・空中採苗施設(10,000 本タイプ) 

・炭酸ガス発生装置     １式 

・電照設備         １式 

・畝上げ機          １台 

・土壌消毒機        １台 

〈その他〉 

・作業の省力化 

・長期出荷体制の確立 

・出荷規格の簡素化 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

・雇用労働力の活用 

 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

・適切な労務管理

の実施 

№３ 

 

夏秋 

なす 

 

〈作付面積等〉 

なす＝0.25ha 

 

〈経営面積〉 

0.25ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(25ps)     １台 

・支柱用パイプ 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

№４ 

 

 

にら 

〈作付面積等〉 

にら＝0.3ha 

 

〈経営面積〉

0.6ha 

（作付面積） 

〈資本装備〉 

・パイプハウス(6,000 ㎡) 

・にら袴取機         １台 

・トラクター(30ps)      １台 

・半自動移植機        １台 

・にら結束機                １台 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

・雇用労働力の活用 

 

 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

・適切な労務管理

の実施 
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経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№５ 

 

 

ねぎ 

 

〈作付面積等〉 

ねぎ ＝0.5ha 

春秋ねぎ 

＝0.3ha 

夏ねぎ＝0.2ha 

 

〈経営面積〉 

0.5ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(25ps)      １台 

・管理機           １台 

・ねぎ剥機、根葉切機、掘取機１台 

〈その他〉 

・生産性向上に向けたねぎ機械化体

系の導入 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

 

№６ 

 

 

梨 

〈作付面積等〉 

梨＝1.0ha 

 

〈経営面積〉 

1.0ha 

〈資本装備〉 

・多目的防災網(10,000 ㎡) 

・果樹棚(10,000 ㎡) 

・トラクター(30ps)      １台 

・スピードスプレーヤー(500L)１台 

・ロータリーモアー      １台 

・防霜ファン         １式 

・軽トラック         １台 

・乗用草刈り機        １台 

・予冷庫           １台 

〈その他〉 

・老木樹の改植と早期成園化技術の

導入 

・晩生品種の導入による昨期分散と

生産性の向上 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

 

№７ 

 

 

ぶどう 

〈作付面積等〉 

ぶどう＝0.5ha 

 

〈経営面積〉 

0.5ha 

〈資本装備〉 

・雨よけハウス(2,000 ㎡) 

・露地栽培 

(棚及び防鳥ネット 3,000 ㎡) 

・トラクター(25ps)      １台 

・スピードスプレーヤー(500L)１台 

・ハンマーナイフモア     １台 

・軽トラック        １台 

 

 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 
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経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№８ 

 

 

切り花

(スプレ

ーギク

等) 

 

〈作付面積等〉 

スプレーギク 

＝0.2ha 

 

〈経営面積〉 

0.2ha 

〈資本装備〉 

・低コスト耐候性ハウス（保温カー

テン２層、シェード１層、温室用

ファン、自動薬剤散布装置、温風

暖房機）(2,000 ㎡) 

・親株用低コスト耐候性ハウス 

200 ㎡ 

・蒸気消毒機         １台 

・トラクター(30ps)      １台 

・予冷庫           １台 

・自動選花機        １台 

・軽トラック        １台 

〈その他〉 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

休日制の導入 

 

№９ 

 

 

酪農 

〈作付面積等〉 

経産牛＝20頭 

育成牛＝8頭 

飼料作物 

＝6.0ha 

 

〈経営面積〉 

6.0ha 

〈資本装備〉 

・牛舎(300 ㎡) 

・トラクター(30ps、68ps)  ２台 

・コーンハーベスター    １台 

・ロールベーラー(180ｃm 幅) １台 

・ローダー(1.5 ㎡) 

・堆肥舎または糞乾施設   １台 

・パイプラインミルカー   １式 

・バルククーラー      １台 

・モアコンディショナー、ボトムプ

ラウ、ブームスプレーヤー、ラッ

ピングマシーン等自給飼料生産機

械１式                各 1/4 台 

・経産牛          40 頭 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・家族経営協定の

実施、給料制、

ヘルパーの活用

による休日制の

導入 

 

（注）１ 個別経営体に係る各営農類型の農業経営の指標について、その前提となる労働力構成については、ここで

は、標準的な家族農業経営を想定して、主たる従事者１人、補助従事者１人としている。 

（注）２ 営農類型は、類似のものへの適用を前提として、県内で現に展開している多様な営農類型をおおむねカバ

ーし得るものとなるよう設けた。 

 



27 
 

（組織経営体） 

経営類型 経営規模 生産方式 経営管理の 

方式 

農業従事の 

態様等 

№１ 

 

 

水稲＋麦

＋大豆 

 

※生産調整

は、麦、大

豆、又は、

新規需要

米・加工用

米、備蓄用

米、そばの

組み合わせ

による 

〈作付面積等〉 

水稲＝10.0ha 

麦 ＝5.0ha 

大豆＝5.0ha 

 

〈経営面積〉 

水田＝15.0ha 

〈資本装備〉 

・トラクター(50ps)      １台 

・田植機(６条植え)      １台 

・自脱式コンバイン(４条刈)  １台 

・ブームスプレーヤー    １台 

・フォークリフト      １台 

・乾燥は RＣ、ＣＥ利用又は乾燥機

(40 石)            

２台 

・麦用シーダー       １台 

・大豆用シーダー      １台 

・大豆用コンバイン     １台 

・色彩選別機        １台 

〈その他〉 

・麦、大豆は水田作とし、二毛作と

する 

・作付けの団地化 

・スマート農業技術導入による生産

性向上 

・作付参考値に基づく生産 

 

・複式簿記及

び青色申告

の実施 

・給料制の導入、

休日制の導入 

・従事者全員の社

会保険への加入 

・臨時雇用の導入 

（注）１ 組織経営体とは、複数の個人が共同で農業を営むか、またはこれと併せ農作業を行う経営体であって、その

主たる従事者が他産業並の労働時間で地域の他産業従事者と遜色ない生涯所得を確保できる経営を行い得る

もの（例えば、農事組合法人、株式会社の他、農業生産組織のうち経営の一体性及び独立性を有するもの）

である。 

（注）２ 組織経営体の主たる従事者は３人とした。 

（注）３ 資料：農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 

 

  



28 
 

（２） 農用地等の農業上の効率的かつ総合的な利用に関する誘導方向 

効率的かつ安定的な農業経営を目指し、農業経営改善計画の達成に向けた経営規模拡

大に資するため、農地中間管理事業を活用し、農業委員等による掘り起こし活動を強化

し、農地中間管理事業を活用して担い手への農地の利用集積を推進します。 

また、農作業の受委託や適切な農業生産活動の維持・増進を推進し、農用地の効率的

かつ総合的な利用に努めます。さらに、耕作放棄地が増加傾向にある中で、これらを担

い手への利用集積、景観作物の栽培等に活用し、農業・農村が持つ多面的機能が発揮さ

れるよう農用地の保全を図ります。 

 

 

 ２ 農業経営の規模の拡大及び農用地等の効率的かつ総合的な利用の促進を図るための方策 

（１）基本方針  

第７次芳賀町振興計画における「農業の推進の方針」を受け、以下を基本方針としま

す。 

・農業生産を支える土地基盤整備の推進と農業用施設及び農地の適正な維持管理 

・多面的機能支払交付金を活用した地域住民による農地保全活動の推進 

・農業従事者の高齢化等に対応するための農業の担い手へ農地の集積 

・地域計画への地域住民の積極的な参加の推進 

・農業経営発展、次世代へ継承のため、強みや特徴を生かした競争力のある農業実現  

への取り組み 

 

（２）重点推進方策  

第７次芳賀町振興計画における「土地基盤と自然環境の整備」、「適正な農地の管

理」、「農業の振興」の目標より、以下を重点推進施策とします。 

①土地基盤と自然環境の整備 

・農業生産を支える基盤づくりの推進 

・農業用施設の防災対策 

 

②適正な農地の管理 

・担い手となる農業者への農地の集積 

・農地の有効活用の促進 
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③農業の振興 

・農業用機械の大型化、スマート農業の導入による作業の効率化・省力化の推進 

・とちぎグリーン農業推進方針の取り組み 

・農作物や加工品の「芳賀町ブランド」づくりの推進 

・にっこり栽培面積拡大の取り組み 

・担い手の組織化・法人化の推進による農業の担い手の確保・育成 

      

 

 ３ 森林の整備その他林業の振興との関連 

  特になし 
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第５ 農業近代化施設の整備計画 

 １ 農業近代化施設の整備の方向 

（１）整備の基本的方向 

本町は、首都圏に属し、人・物の交流拠点として優位な地理的条件があることから多

様な需要への対応ができ、県内、首都圏、全国への市場展開が可能であるなどの強みを

保持しています。今後は、経営力と技術力による農業生産性の一層の向上と高付加価値

化の推進によって、魅力ある産業として農業の持続的発展を目指します。 

このため、低コスト生産技術や新品種の普及、経営規模の拡大、分業化、選別やパッ

ケージの共同化、共同利用施設の導入及びその効果的な運用により、効率的な生産体制

の確立を促進し、生産性の向上と競争力の強化に努めることとします。 

 

（２）地域の整備構想 

本町は、近郊農業として集約的な経営を推進し、施設野菜、果樹、花き等の園芸作物

を中心に産地の維持拡大と水稲、畜産の合理化を推進することとし、農業近代化施設の

整備の方向は、（１）整備の基本的方向を基本として進めるものとします。 

①東部台地帯 

当該地帯は、県営農林地一体開発整備パイロット事業及び国営芳賀台地農業水利事業

等により生産基盤が整備されました。今後は、基盤整備（管路工）を進めながらさらに

町特産の梨栽培等果樹園芸作物の導入を図ります。 

②中央水田地帯 

当該地域は、県営（担い手育成）ほ場整備による１区画１ha規模の大区画農地を整

備し、稲＋麦＋大豆を中心に土地利用型園芸作物の産地育成を図ります。 

また、野菜等の産地形成のため町の中心地の野菜一元化集出荷施設を中心に効率的な

運用を継続します。 

③西部台地帯  

当該地域は、県営畑地帯総合土地改良事業（水沼台・宇芳真）等により区画が整備さ

れました。交通の利便性が図られているため、今後はいちご・トマト等の施設園芸作物

の生産育成を図ります。 
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２ 重点作物別の農業近代化施設整備の構想 

ア 水稲 

米は、本町農業の基幹作物でありながら、依然として生産過剰な状況が継続していま

す。よって消費者、実需者の需要に応じた米の生産を図るため、生産規模等の拡大等に

よる低コスト化の促進や多様な需要に対応できる産地づくりが重要課題となっていま

す。 

今後は、米政策改革による需要に応じた生産の推進と併せ麦類・野菜類への転換を進

めるとともに、土地利用型農業経営体及び生産組織に対し、農地の集積や農作業の受委

託を促進し、経営規模の拡大を推進します。 

また、効率的で生産性の高い生産流通体制を確立するため、農業生産基盤の整備と大

規模乾燥調製施設等の基幹施設の再編等による有効利用を推進します。 

 

イ 麦類 

麦は、経営規模の拡大による効率的かつ安定的な農業経営を確立することにより、需

要に応じた良質麦を計画的に生産・安定供給することが求められています。 

今後は、流通の仕組みの中で「選ばれる麦づくり」を進めるため、需要の状況に応じ

た麦種・品種の作付誘導や新品種の導入を推進し、作付面積の拡大を図ります。また、

大規模乾燥調製施設等基幹施設の有効活用により、収益性向上のための生産拡大や販売

力の強化を図ります。 

 

ウ 大豆 

大豆については、効率的な生産体制を確立するため、土地利用型農業経営体等への農

地の集積・集約化を推進します。 

 

エ 野菜 

本町の野菜生産を取り巻く環境は、輸入野菜の増加、消費者ニーズの多様化、安全・

安心を求める要請の高まり、食の外部化に伴う加工・業務需要の増加など大きく変化し

てきています。 

今後は、生産力の向上や低コスト化、周年供給を目指した高性能生産施設・機械の整

備、最新装置を活用した施設の整備を促進し、産地の強化と構造改革を推進し、強い野

菜産地の育成を図ります。 

特に、県の園芸主力品目であるいちご・トマトを中心として、たまねぎ・加工用のじ

ゃがいもや人参等生産組織の育成を促進し、施設の高度化や作業の機械化等の充実と集

出荷体制の整備により市場性の高い野菜づくりを進めます。 
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オ 果樹 

近年、果樹の需要は漸減傾向にあるものの消費動向は、少量多品目や高級指向の高ま

りなど多様化しています。 

本町の果樹については、そのほとんどが梨です。町の特産として歴史も古く、現在栽

培面積約 86ha で販売額は約 7.5 億円あり、町農業産出額の約 9.4%を占めるに至ってい

ます。現在は、新農業構造改善事業による昭和 62年の選果施設整備、平成 16年度農業

生産総合対策事業でのハイテク技術を駆使した機械施設の更新により、労働生産性は大

きく向上しています。また、機械選果により出荷製品の均一化も図られ、市場評価が高

まり販売単価の上昇による所得向上も図られています。 

今後は、需要に見合った生産の推進、活力ある果樹産地の維持、産地の構造改革を推

進し、担い手の明確化、多様な消費者ニーズに的確に対応した生産・販売など需要対応

力の高い果樹産地を目指します。具体的には、収益の安定化を図るために老木園の改

植、老木樹の更新を進めるとともに、早晩生品種の導入拡大と施設栽培とを組み合わ

せ、品種特性を活用した長期出荷体制を確立します。 

 

カ 花き 

花きについては、消費者ニーズの多様化、産地間競争の激化、農業資材等の高騰、輸

入物の増加等、生産を取り巻く環境に変化が見られる中、本町の生産は施設化率が高

く、新たな規模拡大は難しい状況にあります。 

今後は、既存施設での回転率を高めるとともに、新規産地の形成を促進し、様々な流

通に対応できる集出荷施設の整備や輸送体制の構築を推進します。 

 

キ 畜産 

本町の畜産経営は、規模拡大等により経営の合理化が進められています。 

今後は、飼料価格の高騰に対応するため、飼料自給率の向上に努めつつ、生産費の低

減を図ります。これにより経営の合理化を進め、適正な飼養規模による計画的な畜産経

営を確立するとともに、堆肥の生産施設・機械の整備などを進めます。また、耕種農家

の稲わらや稲 WCS 等と堆肥を交換するなどの取組である耕畜連携を積極的に推進し、粗

飼料の確保と環境保全に努める資源循環を促進します。 
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３ 農業近代化施設整備計画 

該当なし 

 
 
４ 森林の整備その他林業の振興との関連 

特になし 
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第６ 農業を担うべき者の育成・確保施設の整備計画 

 １ 農業を担うべき者の育成・確保施設の整備の方向 

魅力とやりがいのある産業としての農業の確立を図るためには、認定農業者や集落営

農組織などの担い手の育成・確保が必要です。 

近年、新規就農者は減少しています。本町農業の持続的発展のためには、認定農業者

や集落営農組織はもとより、女性農業者や高齢農業者等の多様な担い手が地域農業を支

えることが重要です。 

今後の農業担い手育成については、新規就農者や退職者等を対象に高齢農業者、認定

農業者により体験学習及び技術指導を行います。また、女性農業者や青年農業者に対し

ても、認定農業者への誘導を図るとともに、営農技術の習得のための研修施設等の整備

を検討します。 

さらに、地産地消を推進する食育の啓蒙を図るなかで、ふるさとはがまる大学をはじ

めとした学校教育の場や地域農業者との連携により、小・中学生に対し農業への関心の

醸成を図ります。 

 

 

 ２ 農業担い手育成・確保施設整備計画 

特になし 

 

 

 ３ 農業を担うべき者のための支援の活動 

本町は、将来の農業を担う意欲と能力のある者が農業経営の健全な発展を目指すにあ

たって、これを支援する活動を総合的に実施します。 

（１）就農準備等に必要な資金手当 

新規就農者が農業経営を開始する際の施設の設置、機械購入等に必要な資金を円滑に

調達できるよう、青年等就農資金などの各種農業制度資金の活用推進を図ります。 

 

（２）生産基盤となる農地の円滑な取得 

認定農業者等規模拡大に意欲のある農業者への農地集積を推進するため、農地中間管

理事業を積極的に活用します。更には農作業の受委託を促進します。 
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（３）耕作放棄地の解消に係る支援 

耕作放棄地のうち、農業上の利用の増進を図る農地については、認定農業者等への利

用集積を図るなど、積極的に耕作放棄地の発生防止及び解消に努めます。 

 

（４）その他 

・地域で生産される農産物や加工品の量的拡大と質的向上を図るとともに、マーケティ

ング活動の支援 

・将来の担い手育成のため、ふるさとはがまる大学をはじめ教育委員会を通じて町内小

中学校との連携をとりながら、農業に対しての理解を深める施策の実施。また、学校

給食等について、地域内農産物の供給などの実践活動の積極的な推進 

・園芸に係る生産・出荷施設の効率的な整備など、意欲ある農業者に対して積極的な支

援 

 

 

 ４ 森林の整備その他林業の振興との関連 

 特になし 
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第７ 農業従事者の安定的な就業の促進計画 

 １ 農業従事者の安定的な就業の促進の目標 

全国的な傾向であると同時に本町でも、高齢化などにより農家人口が減少し、農村地

域の活力低下が懸念されています。近年、新規就農者数は減少状況にありますが、農業

法人等に就業するいわゆる雇用就農者は若干増加傾向にあります。農産物の６次産業化

の取り組みを見ると、農産物の直売、加工などに取り組む経営体数は近年横ばい傾向に

あると言えます。 

このため本町においては、農業生産基盤及び近代化施設等の農業生産条件の整備と併

せ、地域計画等を通じて認定農業者の規模拡大、新たな法人の設立を促進するととも

に、これら担い手への農地の集積・集約化を推進します。 

また、水田等を活用した野菜産地への転換を図り、６次産業化に取り組む水田複合農

業を推進し、農業従事者の安定的な就業や若年層の農業就業を促進し農村での新たな所

得機会の確保を図ります。 

 

 

２ 農業従事者の安定的な就業の促進を図るための方策 

本町は、昭和 55年の芳賀・高根沢工業団地及び昭和 62年の芳賀工業団地の造成終

了・企業誘致が行われ、現在では約 100 社が立地するに至り地元雇用の促進が図られて

います。また、新たに芳賀第２工業団地が令和４年 12月に造成完了、分譲企業が決ま

り、更なる地元の雇用が見込まれています。 

さらに、第７次芳賀町振興計画の目指すまちの姿である「スーパースマートタウン～

幸せを実現できるまち～」をめざし、企業の継続的誘致を図るとともに地域資源を活用

した産業等との連携・高度化と就労機会の充実に努め、地元における安定的な就労機会

と地元産業の育成を併せて推進します。 

地域産業の連携・高度化による産業の展開のため、異業種交流会などの地元企業によ

る勉強会への資料提供や道の駅などの販売所への情報提供を行い、就労機会の安定と拡

充を推進します。 

 

 ３ 農業従事者就業促進施設 

特になし 

 

 ４ 森林の整備その他林業の振興との関連 

特になし 
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第８ 生活環境施設の整備計画 

 １ 生活環境施設の整備の目標 

本町の農業・農村は、食料の安定供給をはじめ、町土の保全や水源の涵養、美しい景

観の形成など様々な機能を有しています。それらは、集落の中で長年にわたり継承され

てきた共同活動や地域資源を生かしたコミュニティ活動によって守られてきました。し

かし、人口減少や高齢化の急速な進行に伴い、農村集落における共同意識の希薄化や共

同活動の減少による集落機能の低下が顕在化し、懸念されています。 

農業の持続的な発展の基盤としての役割を果たしていくため、生活環境の整備を総合

的に行い第７次芳賀町振興計画の目指すまちの姿である「スーパースマートタウン～幸

せを実現できるまち～」を目標に、住民生活の安定と質的な向上、安全性、保健性、快

適性、文化性の向上に努めます。 

 

(１）安全性 

①防災・防火 

近年、我が国では異常気象による突発的な大規模な災害が頻繁に発生しており、自然

災害の脅威が以前にも増して懸念されています。本町は近年においても自然災害が比較

的少ない地域といえます。しかし、町内には数多くの土砂災害警戒区域が存在してお

り、大雨時の初動体制を確立するとともに、関係機関と協力しながら行動することが重

要となっています。 

災害時の実働部隊となる消防団員を確保するため、消防団活動のＰＲのほか、団員の

待遇改善を検討し、装備改善や教育訓練の充実により、消防機能の向上を図ります。 

また、避難所開設・運営マニュアルの改訂、避難行動要支援者の支援体制の明確化等

の災害時における防災力の向上を図ります。 

非常食の準備など「自助」の取組みを推進するほか、地域防災リーダーとなる防災士

の育成、自主防災組織との合同防災訓練及び地区防災計画の策定等の「共助」の取組み

も推進し、地域防災力の向上に努めます。 

 

②交通安全 

全国的に交通事故発生件数、負傷者数は減少傾向にありますが、最近の本町の事故件

数は増加傾向にあります。本町の交通事故の特徴をみると、田園型事故と称される見通

しの良い交差点での事故が多く、死亡事故につながる事例が多い状況にあります。 

交通教育指導員による交通安全教室を実施するなどの交通安全教育の充実を図るとと

もに、交通安全協会、交通指導員等の交通関係団体と連携しながら交通危険箇所の点

検、改善に取り組み、交通事故の未然防止に努めます。また、高齢者等の交通事故防止
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のため、運転免許自主返納支援事業を推進するなど、交通安全思想の普及、啓発に努め

ます。 

また、交通事故防止のため、注意喚起の看板の設置のほか、信号機の設置等について

関係機関に要望するなど、道路交通環境の整備を進めます。 

 

(２）保健性       

①上水道 

本町の上水道事業は、芳賀中部上水道企業団が担っており、水源から給水までの業務

を一元化する新たな広域水道事業体として運用されています。 

本町の現在（令和５年統計）の普及率は、85.4％です。西部台地の開発に伴う水需要

の増大に対し、鬼怒水道用水供給事業から受水しており、町全域に配水管の整備が完了

していることや、環境問題への関心の高まりなどにより、普及率は徐々に伸びていま

す。 

今後は老朽管の敷替えの推進と給水未加入者の一層の加入促進を図るとともに、水道

事業財政の健全化と経営の効率化を図ります。 

 

②下水道 

近年、生活様式の都市化が定着し、河川、農業用水等の水質汚濁が顕在化し、環境衛

生面でも問題となっています。 

本町の生活排水については、昭和 60年度から農業集落排水事業を開始し、平成 12年

度からは公共下水道事業に取り組み、生活排水を衛生的に処理して河川等の水質改善を

進めてきました。しかし、公共下水道による処理の割合は、事業着手が遅かったことか

ら近隣市町と比べて低い現状にあります。今後とも継続して整備を進める必要があり、

実施中の公共下水道事業計画地区は、早期供用開始を目指し、その他の地区は、合併処

理浄化槽等の普及促進を図ると同時に農業集落排水処理場の適正な管理により、公共水

域の水質浄化を進めます。 

 

③し尿処理 

し尿処理は、芳賀地区広域行政事務組合で計画収集及び処理を行っています。公共下

水道の供用開始、農業集落排水事業の実施及び合併浄化槽の普及により、し尿の収集量

は減少しております。今後は処理施設の老朽化が懸念されており、改修整備をしながら

進める必要があります。 

 

    ④ごみ処理 

ごみ処理は、芳賀地区広域行政事務組合で収集処理を行っています。町民一人当たり

のごみ排出量は、県平均を大きく下回っており、リサイクル率も県平均を上回り、県内
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上位となっています。町民のごみ分別収集情報の認知度も高く、ごみの減量化に取り組

んでおり、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）運動に積極的です。プラスチッ

ク製容器包装回収処理事業や小型家電回収事業、生ごみ回収や生ごみ処理機補助等によ

る堆肥化支援事業、資源物回収奨励金事業によりリサイクルを推進し、資源循環型社会

を目指しております。 

不法投棄については、収集量は年々減少傾向にありますが、さらに不法投棄防止に向

けた取り組みを実施していくことが必要です。     

 

⑤カーボンニュートラル推進事業 

     第７次芳賀町振興計画の目指すまちの姿である「スーパースマートタウン～幸せを実

現できるまち～」の実現に向けて、町民や企業と連携したエネルギーの地産地消や再生

可能エネルギーの活用、環の町芳賀の推進に積極的に取り組むとともに、その取組を加

速するため、町民や企業における太陽光発電・蓄電池整備への支援を推進します。 

また、公共施設等への太陽光発電設備や蓄電池設備の導入、E V 車の購入や充電設備

の整備を進めるなど、カーボンニュートラルの推進を分野横断的な施策と位置づけ、全

庁的にその実現に向けて取り組みます。 
⑥保健・医療 

令和４年に公表された本町の健康寿命は県内下位で、特定健診結果有所見率による 

と、生活習慣病の要因となる血糖・血圧・脂質異常やメタボ該当者の割合が高く、県内

最下位です。生活習慣病は早期発見や日常生活習慣の改善による予防が効果的です。検

診受診の勧奨を行うことで受診率向上を図り、糖尿病・高血圧・脂質異常症などの生活

習慣病リスクを減少させるため、食生活の改善や運動習慣づくりなどの支援を行い、健

康寿命延伸に向けた取り組みを勧めます。 

また、健康に関する無関心層も含め、町民一人ひとりが自身の健康に関心を持ち、主

体的に取り組める健康づくりを推進します。 
 

(３）利便性 

①交通 

本町は、地方都市圏に近接する距離的な立地条件には恵まれています。また、町民一

人当たりの町道延長は県内１位と長く、その大半が舗装されている状況にあります。し

かし舗装率は非常に高い一方、「芳賀型事故」の問題があります。 

今後は、老朽化が加速する道路及び橋梁の点検を継続し、計画的な整備と保全のバラ

ンスを図りながら、利便性を高める交通安全対策を講ずることを推進します。 

併せて集約化された都市機能を町民の誰もが享受できるように、道路網と公共交通の

充実を図る必要があり、広域的なネットワークの要となるＬＲＴや幹線バスと接続する

交通結節点の整備を促進し、デマンド交通をはじめとする各種交通手段との連携強化を
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進め、利便性の高い交通ネットワークを構築し、誰もが移動しやすい交通環境を創出す

ることに努めます。 

 

②情報・通信 

     第７次芳賀町振興計画の目指すまちの姿である「スーパースマートタウン～幸せを実

現できるまち～」の実現に向けて、「誰一人取り残さない 人にやさしいデジタル

化」により、町民の利便性・快適性が向上したまちの実現を図るとともに、デジタル

技術を用いた地域の課題解決を図ります。 

 

(４）快適性 

農従来の農村における住民の連帯感や共同意識が薄れ、コミュニティの維持自体も難

しくなりつつあります。その中でも農村地域には地域住民の憩いの場となる公園、多目

的広場的な施設が少ない現状があります。町民の健康増進に努め、住民相互のコミュニ

ケーションを深められる施設の整備を推進します。 

 

(５）文化性 

①スポーツ活動 

令和５年度の町民満足度調査では、５割以上の町民が、継続して何らかのスポーツを

する習慣のない生活を過ごしています。スポーツへの関心が低い層や、したいけれど活

動の機会がないとする町民への健康効果や体力向上等に関する啓蒙活動や、町民がスポ

ーツに親しめる環境、施設の整備を推進します。 

②文化財保護 

令和７年４月以降は重要度に応じて町、県の指定文化財として保護していきます。ま

た、保護活動に新たな層が参加しやすい仕掛けづくりと、町の貴重な文化芸術が後世に

伝承されるよう人材育成を図ります。 

 

 ２ 生活環境施設整備計画 

該当なし 

 

 ３ 森林の整備その他林業の振興との関連 

特になし  

 

 ４ その他の施設の整備に係る事業との関連 

特になし  
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第９ 附図 

 

 別添 

 

 １ 土地利用計画図             （附図１号） 

 ２ 農業生産基盤整備開発計画図       （附図２号） 

３ 農用地等保全整備計画          （附図３号） 
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別記 農用地利用計画 

  １ 農用地区域 

ア 現況農用地等に係る農用地区域 

 
別記に掲げる土地を農用地区域とする。 
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イ 現況森林、原野等に係る農用地区域 

 
別記に掲げる土地を森林、原野とする。 

 

 

 ２ 用途区分 

下表の「地区・区域番号」に係る農用地区域内の農業上の用途は、「用途区分」欄に

掲げるとおりとする。 

 

地区・区域番号 用途区分 

Ａ-1 

田 490,377.9 

畑 116,755.6 

樹園地 39,910.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 730.1 

混木林地 0 

計 647,773.6 

Ａ-2 

田 38,072.0 

畑 33,627.0 

樹園地 4,835.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 0 

混木林地 0 

計 76,534.0 

Ａ-3 

田 1,169,319.0 

畑 854,338.6 

樹園地 125,024.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 9,961.0 

混木林地 0 

計 2,158,642.6 

Ａ-4 

田 466,335.0 

畑 33,723.9 

樹園地 2,359.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 0 

混木林地 0 

計 502,417.9 
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地区・区域番号 用途区分 

Ａ-5 

田 42,382.0 

畑 278,897.4 

樹園地 7,655.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 11,419.0 

混木林地 0 

計 340,353.4 

Ａ-6 

田 673,534.7 

畑 204,898.9 

樹園地 7,518.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 196.0 

混木林地 0 

計 886,147.6 

 

Ｂ-1 

田 9,873,749.0 

畑 279,524.3 

樹園地 51,966.6 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 41,741.6 

混木林地 0 

計 10,246,981.5 

 

Ｂ-2 

田 4,031,320.3 

畑 115,008.0 

樹園地 11,200.0 

採草放牧地 582.0 

農業用施設用地 14,512.6 

混木林地 0 

計 4,172,622.9 

Ｂ-3 

田 1,103,932.6 

畑 27,366.5 

樹園地 0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 2,972.3 

混木林地 0 

計 1,134,271.4 
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地区・区域番号 用途区分 

Ｂ-4 

田 9,130,440.1 

畑 458,026.2 

樹園地 3,544.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 38,638.4 

混木林地 0 

計 9,630,648.7 

Ｂ-5 

田 799,659.1 

畑 23,001.0 

樹園地 0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 792.0 

混木林地 0 

計 823,452.1 

Ｃ-1 

田 1,661,884.0 

畑 916,747.2 

樹園地 812,270.8 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 17,266.7 

混木林地 0 

混木林地以外の山林原野 12293.0 

計 3,420,461.6 

Ｃ-2 

田 1,213,766.4 

畑 138,391.2 

樹園地 43,754.4 

採草放牧地 449,509.0 

農業用施設用地 633.0 

混木林地 0 

計 1,846,054.0 

Ｃ-3 

田 140,865.1 

畑 386,581.8 

樹園地 324,759.0 

採草放牧地 4,392.0 

農業用施設用地 29,526.6 

混木林地 0 

計 886,124.5 
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地区・区域番号 用途区分 

Ｃ-4 

田 181,852.8 

畑 240,977.5 

樹園地 13,336.0 

採草放牧地 0 

農業用施設用地 720.0 

混木林地 0 

混木林地以外の山林原野 1629.0 

計 438,515.4 

総 計 

田 31,017,490.0 

畑 4,107,865.0 

樹園地 1,448,131.8 

採草放牧地 454,483.0 

農業用施設用地 169,109.2 

混木林地 0 

混木林地以外の山林原野 13922.0 

計 37,211,001 

 


